
議員提出議案第６号  

 

保育士など保育職員の全産業平均並み賃金改善等を求める  

意見書  

                                      

 上記の議案を提出する。  

                                      

令和３年 12月 21日  

                                      

       

提  出  者  

 

                     21番  本  間  まさよ  

 

４番  桜  井  夏  来  

 

14番  藪  原  太  郎  

  

22番  山  本  ひとみ  

 

24番  西園寺  みきこ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

武蔵野市議会議長  土  屋  美恵子  殿  

 

 

 

  



保育士など保育職員の全産業平均並み賃金改善等を求める  

意見書  

 

コ ロ ナ 禍 の 中 で 保 育 は 医 療 従 事 者 や 福 祉 関 係 従 事 者 と 同 じ よ う に 、 社

会 を 支 え る 大 切 な エ ッ セ ン シ ャ ル ワ ー ク で あ り 、 極 め て 公 共 性 の 高 い 仕

事 で あ る こ と が 改 め て 認 識 さ れ ま し た 。 「 ス テ イ ホ ー ム 」 が 求 め ら れ る

中 で あ っ て も 保 育 は 継 続 し 、 多 く の 保 育 園 で は 単 に 「 自 粛 」 す る の で は

な く 、 子 ど も た ち の 豊 か な 育 ち の た め に 様 々 な 工 夫 を 行 い 、 子 ど も た ち

とつながってきました。  

し か し 、 そ う し た 保 育 の 仕 事 の 重 要 性 が 評 価 さ れ る 一 方 で 、 そ の 処 遇

は 低 く 、 全 産 業 平 均 賃 金 と 比 較 し て も 極 め て 低 い の が 実 態 で す 。 し か も

国 の 配 置 基 準 が 低 い た め に 、 ど の 保 育 園 で も 基 準 の ２ 倍 近 く の 職 員 を 配

置して保育の質が低下しないようにしているのが現状です。  

こうした事情を背景に、岸田首相は 2021 年 10 月８日の施政方針演説

で 、 「 保 育 の 受 皿 整 備 、 幼 保 小 連 携 の 強 化 、 学 童 保 育 制 度 の 拡 充 や 利 用

環 境 の 整 備 な ど 、 子 育 て 支 援 を 促 進 し ま す 。 子 ど も 目 線 で の 行 政 の 在 り

方 を 検 討 し 、 実 現 し て い き ま す 。 第 三 の 柱 は 、 看 護 、 介 護 、 保 育 な ど へ

の 現 場 で 働 い て い る 方 々 の 収 入 を 増 や し て い く こ と で す 。 新 型 コ ロ ナ 、

そ し て 、 少 子 高 齢 化 へ の 対 応 の 最 前 線 に い る 皆 さ ん の 収 入 を 増 や し て い

き ま す 。 そ の た め に 、 公 的 価 格 評 価 検 討 委 員 会 を 設 置 し 、 公 的 価 格 の 在

り方を抜本的に見直します。」と述べています。  

このような方針の下で、 2021 年 11 月９日には公的価格評価検討委員会

が開催され、検討が開始されました。この報道によれば、 2022 年２月か

ら９月までは３％（ 9,000 円）程度の上乗せ支給を行い、その後は「公的

価格評価検討委員会」で見直しが図られるようです。  

当面の措置として、仮に３％（ 9,000 円）程度の改善が行われたとして

も 、 各 保 育 園 で は 職 員 配 置 基 準 よ り も ２ 倍 前 後 の 職 員 を 雇 用 し て お り 、

実 際 の 支 給 額 は そ の 半 分 以 下 に な っ て し ま う こ と が 懸 念 さ れ て い ま す 。

そ の 背 景 に は 公 定 価 格 積 算 基 礎 の 人 件 費 単 価 と 配 置 基 準 が 現 状 よ り も は

るかに低いことがあります。  

つ い て は 、 国 に お か れ て は 、 下 記 の こ と を 早 急 に 改 善 す る よ う 強 く 要

望します。  

 

 

記  



 

 

１  保 育 者 賃 金 を 全 産 業 平 均 並 み に 引 き 上 げ ら れ る よ う 公 定 価 格 を 改 定

してください。  

２  保 育 園 の 職 員 配 置 基 準 を 実 態 に 見 合 う よ う 抜 本 的 な 改 定 を し て く だ

さい。  

 

 以上、地方自治法第 99 条の規定により、意見書を提出する。  
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